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第１１章 １９世紀後半の国家間関係（Part Two）
１８５４年のクリミア戦争から１８７１年の普・仏戦争までの戦争が頻発した期間につ
いては，列強諸国が何らかの形で会合を持った場合も，或いはコンファレンスを
開催した場合も，期待した効果を発揮出来ないことが以前にも増して明らかにな
っていた。その上，この戦争頻発の期間を終結へと導いた状況の変化を，正当な
ものとして承認する列強諸国間の公式な討議の場を設定することもなかった。と
ころが，１８７１年から１８８０年代の半ばにかけては，戦争の頻発に触発された不安に
対応するかのように，コンファレンス重視傾向が再び強まった。１８７１年のロンド
ン・コンファレンスにおいて，ロシアの積年の主張である黒海条項の破棄が承認
されたのであるが，しかし，その承認は，列強諸国の一致した合意なくして如何
なる変更も許されないという原則的立場に準拠していたのであって，さらにその
上に，「条約の絶対的不可侵性」をも再確認していた。１８７５年から１８７８年にかけ
ての「東方問題」を巡る危機の期間，列強諸国間で合意を見た決定を遵守する限
り，ロシアは自国の国益を最大限追求することが出来たのであって，１８７６―７７年
のコンスタンティノープル・コンファレンス［１８７６年４月，トルコ帝国内のブルガリ
アが自治権獲得を目指して蜂起，これに対してトルコ軍が鎮圧行動に出るも，ロシアが戦闘に
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参加し，膠着状態に陥る。同年末から翌年初めにかけて，列強６ヵ国とトルコが交渉に入るが，
トルコへの内政改革の勧告に終わった。訳注］開催後，会議での勧告に沿った改革を実
施しないオスマン・トルコに対して，ロシアが武力行使という手段に訴えた時に
も，列強諸国はいずれもトルコ支援という挙に打って出ることはなかった。しか
しながら，ロシアがヨーロッパの協調体制の堅持を謳った政策から逸脱し，サン
・ステファノ条約［１８７８年３月に露・土戦争の終結に際して締結されたロシア・トルコ間の
条約。ブルガリアを始めとするセルビア半島諸公国の自治権が拡大され，それに伴ってその地
域におけるロシアの影響力が飛躍的に強まった。訳注］の受諾を執拗にトルコに迫るよう
になると，列強諸国はロシアに対する寛容さを捨て去ることになった。これとは
対照的に，１８７８年のベルリン・コングレス［サン・ステファノ条約の改定を目的とした
列強諸国６ヵ国とトルコの会議。バルカン半島諸国の一部がトルコから独立し，また一部がロ
シア及びオーストリアの支配下に置かれることになった。イギリスにとっては，中東地域にお
けるロシアの脅威を大いに減じる成果を得た。列強諸国中心主義的取り極めが第一次世界大戦の
火種を残したとも言える。訳注］の場において望外の外交的成功を収めたのが，「東
方問題」は列強諸国すべての関心事であるという基本原則をロシアに代わって積
極的に訴えかけたイギリスだった。このベルリン・コングレスは，コングレスと
いう名称が含意する以上にウィーン会議体制を髣髴させ，「列強諸国で構成され
る真の議会（Parliament）に向けての第一歩」２９）と称賛の声を挙げたのは，一人『ロ
ンドン・タイムズ』だけではなかった。その後１８８０年には，マドリード・コンフ
ァレンス［英・仏・墺・普・伊の５列強の他に，ベルギー，スペイン，デンマーク，ポルト
ガル，スウエーデン，オランダ，アメリカ，当該国モロッコが参加。訳注］がイギリス主
導の下で招集されたが，これは列強諸国とその他の主要国の監督下でモロッコの
内政改革を断行し，混乱するモロッコの国内秩序を正常化しようとしたものであ
る。列強諸国が共同で監督するという発想は，１８８２年のイギリスのエジプト占領
後，エジプト問題を列強諸国間の共同管理下に置くという当時のイギリス首相グ
ラッドストーンの主張にも反映している。さらに，１８８４―８５年のアフリカに関す
るベルリン・コンファレンス［アフリカ大陸の沿岸部に限られていた列強諸国の支配地域
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を内陸部まで拡大した「アフリカ争奪戦（Scramble for Africa）」と呼称されるヨーロッパの列強
諸国と主要国のアフリカ分割会議。訳注］では，コンゴ川とニジェール川流域のコンゴ
国際協会（Congo International Association）地域を［ベルギー支配下のコンゴ自由国
（Free State of the Congo）とは別個に，訳注］自由貿易地域として設定するとともに，
未開発地域の占領の効率的な運営に関する国際法上の規則を定める試みがなされ
た。しかしながら，ベルリン・コングレス以降に開催されたコンファレンスは，
いずれも目覚ましい成果を挙げたわけでも，コンファレンス方式に基づく問題処
理という考え方が等しく歓迎されたわけでもなかった。
モロッコの正常化に関する１８８０年のマドリード・コンファレンスは，英・仏２
ヵ国間の主導権争いの故に，さらには，利害関係国として列席したスペインを除
く参加諸国がいずれもイギリスの改革提案を受け入れる用意がなかったが故に頓
挫したのであるが，１８３１―３２年のローマ・コンファレンス――ローマ教皇の教皇
領統治の不手際を調査する目的で招集された――は例外として，ヨーロッパの列
強諸国の首都以外で開催された初めての列強諸国参集のコンファレンスとしては，
おそらく意味があるかも知れない。＊ エジプト問題は，国際的な専門委員会で検
討すべき対象と考えられ，外交上の駆け引きの対象ではあっても，決してコンフ
ァレンスでの討議の対象となる問題とは考えられていなかった。これに加えて，１９
世紀前半においては，ある特定の国家のコンファレンス開催提案が外交上の敗北
と見做される事実はなかったのに対して，今や，例えば，１８８４年のアフリカ分割
に関するベルリン・コンファレンスの開催提案については，イギリスの外交的後
退を示したものと見做された。３０）この時期のさらなる象徴的な現象は，このマド
リード・コンファレンスが，流産に終わった１８９９年のハーグ・コンファレンス［ロ
シアが提案した多国間の軍縮会議。２６ヵ国が参加し，常設の仲裁裁判所の設置が合意されたが，
日の目を見ずに終わった。但し，国際連盟の創設に一定の影響を与えたことは否定できない。
＊１８７６―７７年のコンスタンティノープル・コンファレンスを１８８０年以前におけるもう一つの例
外として挙げる場合もあるが，しかし，オスマン・トルコ帝国は，１８５６年以降，実態的には
ともかく，協調体制の枠組み上では列強諸国の一員だったのである。
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訳注］を例外として，ヨーロッパ諸国の首都以外スペインのジブラルタル海峡を
臨む港湾都市アルヘシーラス（Algeciras）で１９０６年に列強諸国間の会合［モロッ
コ危機の収拾を目的として招集された会議。モロッコの内政改革に関する独・仏間の思惑の相違
をアメリカの調停によって解決しようとしたが，中途半端な結果に終わった。訳注］が持たれ
るまでの２０年ほどの期間に関する限り，政治問題を討議の中心に据えた諸国家間
の会合としては最後の会合だったこと，つまり，ヨーロッパの協調体制が機能し
ていることを目に見える形で示した最後の会合だったことである。
コンファレンス方式がこのように退潮して来たことが，１８７８年のベルリン・コ
ングレス以降の国家間関係と，ナポレオン戦争が終結した１８１５年以降の相対的平
和状況の下での国家間関係の違いを劃す一つの点であり，また，その相違の理由
の一端を明らかにするものでもある。コンファレンスを招集して直面する課題を
列強諸国間の討議に付すという方式は，列強諸国が自国の立場に固執し，眼前の
利益追求に全力を傾注すべきであるという意見が支配的になる以前に，すでに後
退を余儀なくされていた。国家の単独行動ではなく，諸国家の共同行動を１８７８年
以降になっても称揚し続けた点で，グラッドストーンは当時の政治家の中では例
外的な存在であった。さらに，彼は「列強諸国会議」（Council of the Great Powers）
の復活が，今や死に瀕しつつある協調体制――即ち，列強諸国政府の集団的自由
裁量に基礎を置きつつ，国際的立法に基づく強制的な仲裁制度――に代わる新た
なプログラムを模索するよりも現実的であるとすら信じていた。（３１）グラッドスト
ーンの時代認識を知的レベルの点においても軽蔑していたビスマルクやソールズ
ベリ卿（Robert Arthur Talbot Gascoyne-Cecil，３rd Marquess of Salisbury，１８３０―
１９０３）［イギリス保守党の政治家。インド担当相，外相を経て，１８８０年代以降３期１３年余に亘
り首相を歴任。首相在任中の多くを外相を兼務し，大英帝国の領土拡大と国威の発揚に邁進し
た。訳注］の方が，その時代の声を代弁していたのである。彼ら両人が時代を映
し出す代表的な政治家であったとするならば，その当時の典型的な外交手法は，
もはや協調体制護持的手法ではなく，国家間の同盟体制重視的手法であった。
普・墺・露３ヵ国間の１８７３年の三帝同盟［ビスマルク主導の下で，帝政を維持する東
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方列強３ヵ国がフランスの包囲を主目的として発足した同盟関係。露・墺両国の思惑の相違のた
め，発足当初から足並みがそろわなかった。訳注］に始まり，さらに決定的だったの
は，１８７９年の普・墺同盟だったのだが，今やヨーロッパでは――戦争が頻発した
１８５８年から１８７０年までの期間を除き――「旧体制」（ancien régime）の終焉とと
もに消え去っていた微細な点に至るまで協定に盛り込む形の取り極めが一世を風
靡した。ヨーロッパの主要大陸諸国はいずれも，積極的かつ恒常的に他の列強諸
国との間で合意していた２ヵ国間の公約の改定に勤しむようになった。大陸諸国
とは一線を劃していたイギリスにしても，その地政上の特殊性にも拘らず，一時
期こうした時代の趨勢に抗うことはできなかった。例えば，１８８７年に二度に亘っ
て結ばれた地中海協定［２月１２日の英・伊間の第一次協定と１２月１２日の英・墺・伊間の第二
次協定。訳注］は，イギリスがその２０年後に仏・露両国と結んだ協定よりもはるか
に拘束力の強い内容を含むものであった。列強諸国のヨーロッパ域外における主
導権争いに関して，こうした同盟関係の在り方が，抑止力として機能した側面が
数多く見られ，また時にはその主導権争いを増長させる場面もなくはなかったと
いう事実を前にして，ヨーロッパ列強諸国の大陸外における権力抗争に影響を与
えたことは否めないとしても，この同盟関係は，飽くまでもヨーロッパ域内にお
ける偶発的な緊急事態に即応するためのものであって，この時点では，ヨーロッ
パ域外の諸国をヨーロッパの国家間関係に巻き込もうとする意図は，未だ鮮明な
形を取っていなかった。この点で，１９０２年に成立した日・英２ヵ国間の同盟は，
国際関係における新たな局面の嚆矢を成すものであり，換言するならば，権力の
追求と勢力均衡への希求がともに，ヨーロッパ列強諸国間の狭いサークルの枠を
超えて，世界的の規模に広がりを見せ始めたことを意味するものである。
この日英同盟は，さらに，日本側の意図に限られていたとしても，平和への関
心と同等の比重を戦争に振り向け，「現状」維持への関心と同等の比重を「現状」
改変に振り向けていたという意味においても，１８７３年以降に締結されたすべての
同盟条約の嚆矢を成すものであった。１８７０年以降日英同盟に至るまでの時期の国
家間関係は，１８世紀の国家間関係，さらには，１９世紀前半の国家間関係とは様相
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を異にするものであったのは当然としても，直近の１８５８年から１８７０年に至る時期
の国家間関係ともその様相を異にするものであった。この時期の同盟関係は，そ
れ以前の同盟関係とは異なり，例外なく防禦的性格を色濃く反映していた。「現
状」の固定化を明確に打ち出したものが大多数を占め，そうでない同盟条約の場
合にしても，「現状」の改変を積極的に推し進めようとする意図がそこには見ら
れなかった。＊ いずれの同盟関係も，それ以前の同盟条約を特徴付けていた攻撃
的性格が影を潜め，同盟関係の主目的に関しても，遂行立案中の戦争に対する締
約国の援助或いは中立の保証を予め手に入れておこうとするものではなかった。
従って，そこには，一方では，防御的な性格を色濃く反映した同盟関係を締結し，
他方では，列強諸国が自国の自主性に飽くまでも固執するという互いに相反しつ
＊独・露２ヵ国間の相互の軍事的援助を目的とする協定として当初結ばれた１８７３年の三帝同
盟（Three Emperors’ League）は，墺・露間の軍事協定の締結によって，第三国による攻撃
の際，３ヵ国が緊密な連絡を取る軍事同盟として成立した。
１８７９年の墺・独同盟（Austro-German Alliance）は，どこまでも防禦的な性格を見事に反映
しており，ロシアの先制攻撃には共同して対処するとともに，ロシアの支援を受けない第三
国の攻撃に対しては，好意的中立の立場を採ることを約したものである。
１８８１年の独・墺・露３ヵ国間の三帝同盟（Three Emperors’ Alliance）は防御的な同盟条約
であり，対トルコ戦争を除くすべての戦争において，締約国は相互に好意的中立を約す一方，
締約国の１ヵ国が対トルコ戦争に入る場合には，３ヵ国間で事前に協議し，相互間の合意な
くして南東ヨーロッパの現状変更を不可とした。この最後の点は，ドイツが同意を嫌がる墺
・露両国に強く要請した禁欲的な規定であるが，その背景には，３ヵ国の現存の占領地域――
ドイツ領のアルザス＝ロレーヌ，ロシア領のベッサラビアとブルガリア，オーストリア領の
ボスニアとヘルツェゴヴィナ――保護に関する３ヵ国共通の懸念が存在していた。
１８８２年の独・墺・伊三国同盟（Triple Alliance）は，独・墺２ヵ国間の同盟にイタリアが参
加を熱望した結果成立した基本的には防禦的な同盟である。イタリアがフランスの攻撃を受
けた場合，独・墺両国はイタリアを支援し，ドイツがフランスの攻撃を受けた場合には，イ
タリアはドイツを支援する。また，締約国の１ヵ国が非締約国２ヵ国以上から攻撃を受けた
場合には，締約国３ヵ国が一斉に参戦する。さらに，墺・露間の戦争に際しては，イタリア
は中立を守る。この同盟関係の背景には，１８８１年の三帝同盟の場合と同じように，既存の占
領地域保護に対する懸念が存在していたが，イタリアの教皇領を除く占領地域については，
締約国の独・墺両国が教皇領（Papal States）に関してローマ教皇支持の方針を打ち出すので
はないかという不安もあって，これら両国の占領地域として編入された。
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つも恐らくは避け得ない矛盾が見られたのだが，同盟関係を追い求めた列強諸国
もこの矛盾の存在については充分に承知していた。１８９０年代までの同盟関係
は――１８８２年の独・墺・伊三国同盟（Triple Alliance）［仏・露両国の脅威に対する防
禦に共通の利害を有する３ヵ国間の軍事同盟。訳注］ が１８９１年に時代の趨勢に逆行して
存続期間を１２年間に延長し，それに対抗して，「三国同盟が存続する限り効力を
有する」とするとともに，仏・露同盟（１８９２―９４年）の先駆けともなった仏・露
軍事協定（Franco-Russian Military Convention of１８９２）が１８９２年に締結される
という例外的事例は除き――，３年間ないし５年間という短期の存続期間にする
のが通例であった。＊ その理由は，当然のことながら，極めて限定的な突発的非
常事態にのみ適用される条項を事細かく規定した同盟条約であったからである。
１８８７年の独・露間の再保障条約（Reinsurance Treaty）は，以前から常に存在しつつも，今
や形骸化した留保条件になっていたロシアの対オーストリア攻撃或いはドイツの対フランス
攻撃の場合を除いて，締約２ヵ国が相互に中立を約した条約である。
１８９２―９４年の仏・露同盟（Franco-Russian Alliance）は，フランスがドイツ或いはドイツの
支援を受けたイタリアから攻撃を受けた場合，ロシアはドイツに対して攻撃行動に出ること，
また，ロシアがドイツ或いはドイツの支援を受けたオーストリアから攻撃を受けた場合には，
フランスがドイツに対して攻撃行動に出ることを取り極めたどこまでも防御的な同盟条約で
ある。
＊神聖同盟の再来を思わせる古風な同盟条約，或いはむしろ１８５４年以前の協定方式の復活と
も言い得る１８７３年の三帝同盟には有効期限が定められていないが，１８７９年の墺・独同盟以降
については，すべての同盟条約の有効期限が意識的に短く設定され――ときに１８８１年のオー
ストリア・セルビア同盟条約のように１０年間の場合も無くはなかったが，通例，３年間乃至
は５年間――，しかも期間の延長更新が可能であった。
１８７９年の墺・独同盟は５年間の有効期限の同盟条約として締結され，その後５年間隔で更
新された。
１８８１年の三帝同盟の有効期限は３年間であり，その後１８８４年に延長され，１８８７年に失効し
た。
１８８２年の三国同盟の有効期限は５年間であり，１８８７年に同一期限の条約として更新された
後，１８９１年に有効期限が時期尚早にも１２年間に延長された。
１８８３年の墺・独・ルーマニア同盟（Austro-German-Rumanian Alliance）の有効期限は５年
間，その後頻繁に更新された。
１８８７年の再保障条約の有効期限は３年間で，１８９０年に失効した。
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換言するならば，自国の行動の自由が束縛されることを，列強諸国はそれほどま
でに忌避していたのである。こうした忌避姿勢が，１８９０年以降の条約締結交渉に
おいては，それ以前にも増して明確になり，同盟締結の際の基本方針となった。＊
当時の同盟条約がすべて規程上の厳密な意味では秘密条約であったにも拘らず，
部分的には上述の理由から，その存在と内容については，列強諸国すべての外務
省の知るところとなっていた。† 各々の同盟条約がその目的を明確に限定し，
尚且つ有効期限を短期間に設定し，その上，実質を伴わない規程上のみの秘密条
約であったため，列強諸国は，同盟条約締結の交渉当初から目論んでいたように，
条約に明記された極めて限定的な突発的事態に対する同盟関係上の責務を除いて
は，行動の自由を手に入れていたのであり，また，その自由を最大限利用した。
こうした同盟の在り方が国家間の儀礼的な行事の場合や，騙されやすい単純な
人々の他には，問題にもされない見せかけ（façade）に過ぎなかったと主張する
のは，物事を皮相的にしか見ない余りに単純化した物言いであろう。この時期の
同盟関係の特徴的性格を理解するには，同盟関係が相対立する同盟に属する国家
＊行動の自由の束縛を忌避する列強諸国の強い意思を最初に示したのが１８７９年の墺・独同盟
であるが，その意思の強さは，この同盟条約が「秘密同盟」であったにも拘らず，ドイツ皇
帝ヴィルヘルム２世がその防御的性格を証明すべく，ロシアに写しを送付するよう強く主張
した事実に，また，オーストリア側が同盟条約の存在をイギリス政府に通知していた事実に
如実に示されている。墺・独・伊３ヵ国が三国同盟の締結やその更新を躊躇した理由は，時
期によって，また３ヵ国の事情によってまちまちであったが，そこに常に共通して見られた
のは，自国の行動の自由を留保するという姿勢である。仏・露両国にとって歓迎すべからざ
る取り極めだったと酷評される１８９４年の仏・露同盟に関して，歴史家はしばしば，両国の同
盟条約締結を躊躇する姿勢を両国相互の不信感――フランスのツアー体制に対する不信感，
ロシアのフランス共和政体に対する不信感――にのみ帰する過ちを犯している。イギリス
は，１９０２年の日英同盟の締結には最後まで逡巡していたのであるが，仮にドイツが行動の自
由を留保するという立場に固執しなかったならば，日英同盟が日・英・独間の三国同盟とし
て成立していなかったとは言えないのである。
† 日英同盟条約の場合も，秘密条項を含んでいたが，それ以外は公表された。ところで，
それ以前の同盟条約は例外なく全面的に秘密同盟条約であった。この事実にも拘らず，どの
程度まで締約国以外の知るところとなっていたかについては，充分な研究がなされてきたと
は言い難い。しかしながら，概略，締約国以外の知るところとなっていたことは疑いない。
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間――それが墺・露間，独・仏間，独・露間，仏・伊間であろうと――の相互理
解の障害となったのでもなく，また，同盟国相互間――それが墺・伊間，露・仏
間，独・墺間であろうと――の不和の防波堤になったのでもなかったという事実
認識が不可欠である。換言するならば，現状を突き崩す冒険的行動に出ようとす
る国家は，敵対する諸国家からの制約と同様，同盟関係にある諸国家からの制約
を受けていたということである。ドイツの宰相ビスマルクは，相互に敵対関係に
あるオーストリアとロシアとの同盟，また，相互に友好関係にあるイタリアとオ
ーストリアとの同盟を締結するという矛盾に満ちた同盟関係形成に心を砕いた。
イギリス政府にしても，１８８７年の地中海協定の調印国である事実を都合よく忘れ
ていた時期も，地中海協定を失効するままに任せるか否かの判断ができない時期
もあった。列強諸国は，例外なく，イギリスがその孤立主義的姿勢故に多くの場
合可能であったように，孤立主義的外交政策を追い求めたのである。つまり，こ
の時期の同盟関係の在り方は，一方では，独自性を達成することの難しさの反映
であったとともに，他方では，独自性志向の強さの反映でもあったのである。
この独自性達成の困難さは，一部の列強諸国の存立維持という点に関する限り，
避けて通れない固有の現象だったと思われる。しかも，今まさに生起しつつある
武器や戦闘技術の驚異的な発達が，一層この困難さを増幅させた。ビスマルクの
同盟形成政策は，１８７１年に終結した普仏戦争以降の有利な「現状」（status quo）
を維持しようとする彼の決意から，即ち，ヨーロッパに戦争が惹起されるような
事態になれば，それを局地化することができず，その結果，自国の弱体化延いて
は分裂を招く恐れがあるという不安感から出てきたものである。こうした危険性
に直面したビスマルクは，外交だけではなく，軍事力の周到な整備にも意を注い
だ。ドイツにとって，この時期の最初の同盟条約である墺・独同盟がその後の同
盟条約形成へと不可避的に導く，その意味で先駆的同盟条約であったのは，取り
も直さず，軍事的要請が同盟国の必要性をいよいよ高めたからである。科学技術
や産業全般の発展が戦争の諸領域に転換利用され，国家の効率的運営の進展と官
僚機構の進展が軍事機構の整備にも持ち込まれるようになったことが，最新の輸
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送手段と最新の武器弾薬を駆使した攻撃に対処する上で，不断の備え，兵員や軍
事物資の迅速な動員，圧倒的な兵力，さらには，国民皆兵的徴兵制の導入を不可
欠なものにしつつあったのである。ヨーロッパの主要列強諸国はすべて，ドイツ
のこうした方向性を踏襲し，史上初めて平時においても武装する国家になった。
他方，科学技術の目覚しい進展の最大の帰結は，兵器の発達が――１６世紀以降，
交通・輸送手段に先んじて発達し，戦術の在り方をますます動きのないものにし
てきた――交通・輸送機関の発達を追い越し，その差をさらに拡大したことであ
る。例えば，兵器の射程距離が１８７０年段階ではナポレオン１世の時代と比べて２０
倍だったものが，１８９８年段階になると倍増して４０倍にまで伸びている。兵器の精
度に関しても，とりわけ１８６０年代に機関銃・機関砲が開発されたことを特筆すべ
きであるが，さらに，１８９８年にアメリカ生まれのイギリス人発明家ハイラム・マ
クシム（Hiram Stevens Maxim，１８４０―１９１６）が反動式全自動重機関銃（マクシム
機関銃）を発明したことによって，飛躍的に増大した。しかしながら，戦場にお
ける機動力と柔軟な対応力に関しては――鉄道の発達によって齎された戦略上の
機動力の増大とは対蹠的に――，ガソリン・エンジンが戦闘行為に利用されるよ
うになる第一次世界大戦勃発時までは，大型兵器の戦場への導入によって減衰し
た。＊ 戦闘場面における機動力不足と兵器の能力の飛躍的な向上が，かつてない
ほどの格差を見せていたのである。軍備を整えた敵国に対する攻撃を成功させる
ためには――それが全く不可能なことでないと仮定するならば――，必然的に防
衛力に対する攻撃力の優越性をさらに推し進めることが求められた。列強諸国が
軍備の整備に勤しんでいたこの時期，技術開発によってそのための費用が増大し，
兵器の老朽化のスピードが恒常的に早まっていたこの時期，ますます複雑化・効
率化した参謀本部が――軍事組織に固有の性癖からだけではなく，戦術上の機動
＊この点が当時の海軍と陸軍の発展の大きな違いである。陸上用兵器の自動化に比べて海上
推進力の早い段階での飛躍的発展の恩恵を受けて，海上兵力はスピードの点においても，機
動力の点においても，陸軍を上回っていた。しかしながら，そのために却って，第一次世界
大戦時に明らかにされるように，敵艦隊を洋上での海戦に持ち込むことがほとんどできない
という状況を現出させた。
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力不足という現実に対処する必要性からも――正面攻撃作戦を立案するととも
に，――参謀本部本来の役割上――単なる防衛主体の整備計画ではなく，戦いに
勝利するための作戦計画立案に明け暮れていたこの時期，さらに加えて，各国政
府が教育や福祉など社会的施策に今まで以上の国家予算を振り分けざるを得なく
なっていたこの時期は，国家に求められる財政的負担＊と心理的負担を極端に肥
大化させ，そしてその結果として，列強諸国を錯綜した同盟関係の模索という行
為へと追い遣ったのである。こうして締結された列強諸国間の同盟条約は，極め
て限定された突発的事態に対処するための条約であったのだが，その際，列強諸
国が最大かつ細心の注意を払った点が相互軍事協力の細目についてであった。こ
のことが誰の目にも明らかになる１８９２年には仏・露間に軍事同盟条約が締結され
たが，例えば，この同盟条約は，政策を擦り合わせる意思もなく，また擦り合わ
せる義務を負わない仏・露両国が，墺・独・伊間の三国同盟との軍事力バランス
の保持を目的として先に合意を見ていた仏・露間のどこまでも軍事に特化した協
定の申し子であった。
以上のような同盟条約構築体制が１８７０年以降の軍拡状況からの直接的な産物で
あった事実は否定できないが，しかし同時に，それは列強諸国に対して全面的な
戦争か全面的な平和かの選択を迫ることを意味したという点で，当時の防御志向
的時代状況を際立たせた体制でもあった。また他方では，同様の理由から，この
同盟条約構築体制は，国家間にまたがる国際問題を扱う際の当時の中心的な特徴
となっていた列強諸国の政治上・外交上の自主性・独自性を否定するものでもな
かった。さらに指摘しておくべきことは，以下に述べる当時現出したもう一つの
＊列強諸国の軍事費は，１８９６年度を１８７４年度と比較すると，ドイツ７９％，ロシア７５％，イギ
リス４７％，フランス４３％，オーストリア２１％と各々目覚ましい増加を記録した。しかし，こ
の増加率も１９００年以降の増加率とは比べようもなく，国家予算の中での軍事費は急速な伸び
を示した。この時期に軍事関連支出が停滞したのはロシアだけであり，トルコに関しては，
それ以前に逸早く脱落していた。１８７０年以降のトルコが抱える経済的困難の主たる原因は，
ヨーロッパをモデルとした職業軍人から成る軍隊を創設しようとする１８７０年以前の試みが，
その方針に見合う経済資源の開発を伴わずに行われたことにある。
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目覚しい発展にも拘わらず，この政治上・外交上の自主性・独自性が損なわれる
ことはなかったということである。世界の先進諸国において，郵便，電報，軍備，
公衆衛生など行政分野・専門分野に関する国際的規模の立法の制定及び国際的規
模の委員会の設立がますます国家間共通の関心事となり，史上初めて大規模に組
織されたこの時期に，列強諸国は国際政治における自主権をかつてないほど強く
主張した。１８６４年には，国際赤十字社（Geneva Red Cross）が創設され，１８６８年
には，戦時における爆発物の使用規制に関する取り極めがサンクト・ペテルブル
ク（Sankt-Peterburg）［帝政ロシア時代の首都（１７３２―１９１８年），旧称ペトログラード（１９１４―
２４年），レニングラード（１９２４―９１年）。訳注］に参集した１７ヵ国によって調印され，１８７４
年には，郵便事業に関する紛争を全面的に仲裁裁定に委ねる合意に達した万国郵
便連合（Universal Postal Union）が２２ヵ国によって設立された。その後，１８９７年
には，所謂世界の文明国がすべてこの国際組織に加盟した。こうした共通の問題
を対象とする各国政府間の国際組織数や取り極め数がその後も増加し続け，１８７５
年から１８９９年にかけては１２，１９００年から１９１９年の間には総数で２１になった。一方，
私的な国際組織の数はそれを上回る速度で増加し，１８７５―９９年の間には１３０，１９００
年から１９１９年にかけては，少なく見積もっても３５５の私的な国際組織が創設され
た。（３２）しかしながら，他方では，政治的分野における完全な自主権と自由裁量権
を列強諸国政府は主張し，各国政府間の統合活動を実務行政上の分野や専門技術
的分野に厳密に限定していたのである。１９世紀後半におけるナショナリズムの力
（force）が――トルコ，オーストリア，ロシア３ヵ国の歴史的構造の破綻に見ら
れるように――大きな政治的単位をその崩壊へと導き，また――ドイツ及びイタ
リアという新たな国家の誕生に見られるように――，小さな政治的単位の集中に
よる大国の誕生を招来させたのと似て非なる現象が起きつつあった。それは，国
家間の行政的，経済的，専門技術的統合の格段の飛躍にも拘らず，国家間の政治
的統合は言うに及ばず，政治的協調（harmony）がその必然的な産物ではないこ
と，「表面上均質的に見える世界が……世界イコール一国家を意味するものでは
ない」こと，さらに，「均質的・同調的に構成される世界が，技術的分野や経済
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的分野の統合への配慮の結果として招来すると期待すること」自体が誤りである
ことを，歴史上初めて明らかにしたことである。（３３）
これに対して，国家間の実務行政的統合の前進への強まる要請と国家の政治的
自主性――国家間を結び付ける国際的政治機構を通すことなく活動できる能
力――への強まる要求も，上記の事実と同様に，当時の極めて特徴的な状況を映
し出したものであった。例えば，関税分野などのような対外関係を扱う当面の課
題に関して，各国に最大限の自由を付与することが最良の結果を生むことに通ず
るとかつてなく執拗に列強諸国が主張するようになったのは，取りも直さず，国
際的な行政運用を増進させてきた諸現象――各国政府の機能の拡大と能力の向上
及び政府と社会の関係の変化――が，列強諸国の組織化をいやが上にも推し進め
てきたからである。こうしたことが，一方では，今まで以上に緊密で継続的な接
触の場を各国に提供し，その結果，各国の国内組織を今まで以上に均質的なもの
にしてきたが，他方では，各国の政治的自主性・個別性が強調される結果を齎す
ともに，国家間の政治的団結が問題視される結果をも生み出したのである。ヨー
ロッパの君主国相互間の政治的団結の退潮が，この変化の一徴候である。君主国
間の団結に関しては，いかに退潮傾向にあったとは言え，少なくとも１８７０年代ま
では，国内の不満や反対運動に対して，程度の差こそあれ，警戒心を抱いていた
君主国相互間では，かつての協調体制の「記念碑」（arch）であるという感情が
底流として生き続けていた。しかし，今や君主国間の政治的団結は，ロシア，オ
ーストリアという東方の列強２ヵ国の間ですら，往時の勢いを完全に失っていた。
かくして，１８７３年に締結された段階では，少なくとも名目的には君主間協力の高
らかな宣言であった三帝同盟も，１８８１年に更新された時には，他の列強諸国の同
盟関係と何ら変わらない単なる同盟条約でしかなくなっていた。その上，１８８４年
の会合が墺・露・独３ヵ国の皇帝が膝を交えて意見を交わした最後の集まりとな
った。それに代わって生起してきたのは，列強諸国政府を結び付ける新たな忠誠
心ではなく，自国の国内社会との関係の在り方を敵対的な国家との関係以上に重
視する新たな国家概念であった。
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このプロセスが明らかにしたもう一つの現象として，ナショナリズムの性格自
体の変容を映し出す国民国家（national state）の象徴としての軍事力に対する感
情的な傾斜が，いたるところで強まったことが挙げられる。もともと国民国家主
義的感情が強力であったにも拘わらず，満足の行く成果を得られなかった唯一の
地域である中央ヨーロッパ及び東部ヨーロッパは暫時の間の例外として，その他
の諸国の一般国民の間では，「民族結合体的国家」（nation）への忠誠心が「政治
統一体的国家」（state）への忠誠心に取って代わられた。国民国家主義的原理の
恩恵をかつて享受してきたドイツ，イタリアに限らず，各国政府が現存する自国
の領土内においては民族主義的傾向を強め，国境外においては民族主義原理を否
定する傾向が強まったのは，自国内の一般国民の支持があったからである。自国
領土外に関する限り，かつては強力な政府がその力を背景に推し進めた場合に限
って成果を挙げてきた民族主義原理は，ウィーン会議が開催された１８１０年代以降
の時代に遭遇した以上に，ベルリン会議開催の１８７０年代には等閑に付された理念
になっていた。かくして，トルコにとっては，ヨーロッパ域内の自国領土の半分
を失う結果を齎したが，それは列強諸国の領土再編成を完成させ，列強諸国間の
パワー・バランスの均衡を目的としたものであって，決してトルコ領土内の少数
民族の解放を目的としたものではなかった。列強諸国政府が自国民の広範な支持
の声を受けて，こぞって多数を占める民族を優遇し，自国内の少数民族を吸収・
統合する形で単一の同質的な（homogeneous）国民国家を創り上げようと必死
になっているこの時期に，例えば，チェコ人，ポーランド人，セルビア人，或い
はバルト三国の住民など少数民族への共感を覚えることはほぼあり得ないことで
あり，況してや，彼らへの支援などは問題外であった。具体例を列挙するならば，
ドイツ政府がポーランド人やデンマーク人のゲルマン化を推し進めたこの時期に，
オーストリアに一歩も引けをとらないイタリアの強引な中央集権主義が，自国内
の少数民族を無視し，地方優先主義（provincialism）を一蹴していたこの時期に，
ロシアにおいては，ハンガリー王国（Magyar Királyság）［１８６７年の墺・洪両国間の妥
協によって，ハプスブルク帝国下の二重君主国（Dual Monarchy）の一方として存立するが，
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王国内のルーマニア，チェコ，セルビア，クロアチア等が独立する１９１８年に一旦瓦解した。訳
注］内におけるハンガリー化と同様，ロシア化が苛烈にしかもより広範に実行に
移されていたこの時期に，さらに，イギリスにおいても，グラッドストーン首相
の推し進めるアイルランドに自治権を付与するホーム・ルール法案（Home Rule
for Ireland Bills）［１８８６年以降，４度に亘って断続的にイギリス議会に上程された法案。初回
法案は下院で否決され，２回目の１８９３年法案は下院を通過したが，上院で否決された。正式承認
はアイルランド政府法（Government of Ireland Act）として成立する１９２０年まで待つことになる。
訳注］ が国民感情を刺激し，執拗な抵抗を受けていたこの時期には，国内の少
数民族に対する支援や共感はおよそ考えられなかったである。こうした状況は列
強諸国に限られていたわけではない。小国においても――例えば，フランス系住
民によるフラマン人に対する支配が次第に強化されていたベルギーに見られるよ
うに――，政府が行政の中央集権化政策と統一国家政策を推進する点では列強諸
国と遜色のなかったこの時期には，列強諸国と同様の状況が現出したのである。
このような民族結合体的国家から政治統一体的国家への変容は，同盟条約重視
志向と軍備の整備・増強と相俟って，政府の本来的関心事以外の政府が担う責任
を軽減し，自国の安全保障に集中するという結果を齎すとともに，その結果，す
べての政府が共通に利害を有する当面の政治課題に関しても，コンファレンス開
催による解決方法を忌避するようになった。１８７０年代以降明確化して来る当面す
る政治課題への関心が薄らいで行ったのは，例えば，列強諸国が東方問題の解決
に関心を寄せなくなった事実に現れているだけでも，またビスマルクの外交政策
に示されていただけでもなく，列強諸国政府に通底する全般的な現象だったので
ある。時代状況がこうしたものである限り，グラッドストーンに代表される指導
者たちの協調体制の再興・拡大への努力――例えば，エジプトの国内統治機構の
混乱問題，オスマン・トルコ帝国の改革・解体問題，アフリカ大陸の開放問題等
の解決を協調体制に請け負わせようとする努力――が却って協調体制の早期の崩
壊に資することになったと言っても過言ではない。しかし同時に，グラッドスト
ーンが協調体制に請け負わせようとしたこれらの問題は，実は，方向としては同
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一方向に作用したものの，上述の点とは別種の状況の推移の重要性を明らかにし
ている。各国政府が利害を共有する問題に対して協力する姿勢をかつてなく失っ
て行ったのが事実であるとするならば，同様に言えることは，ヨーロッパの列強
諸国にとって，利害を共有すると判断される問題が次第に少なくなり，関心の度
合いも各国によって異なると思われる問題が次第に増えてきたということも事実
なのである。同時に，世界的規模で俯瞰して見た場合，ヨーロッパの列強諸国が
世界の中での政治的優位性を引き続き保持していたにも拘わらず，生起する諸問
題の少なくとも一部は，一人ヨーロッパの列強諸国にとってだけの関心事ではな
くなっていた。この時期の政治問題は，協調体制，さらに言うならば，その協調
体制が拠って立つところのヨーロッパの公法（public law）という普遍的理念が
適用される条件を欠いている非ヨーロッパ地域から――アフリカ問題に関する
１８８４―８５年のコンファレンス［既述したベルリン・コンファレンスのこと。訳注］やコン
ゴ自由国（État indépendant du Congo）［ベルギー王レオポルド２世（King Leopold
，１８３５―１９０９）が１８８５年から１９０８年まで私有直轄領地として専有したアフリカ中東部ザイール川
（別称，コンゴ川）流域。コンゴ民主共和国（Démocratique République du Congo）の旧称。
訳注］の中立に関する国際的保証問題にヨーロッパの公法を適用しようとする努
力にも拘らず――かつてない規模で生起してきたのである。
こうした国際的な政治状況の進展は，二つの異なる状況の推移の直接的な結果
である。一つは，先進地域と非先進地域間の格差がますます先鋭化して来たこと
が挙げられる。この格差の先鋭化は，交通・通信手段の驚異的な発達によって，
非ヨーロッパ地域が物理的に狭められ，また，非先進地域に対する搾取の可能性
が交通・通信手段の発達のみならず，技術上の発達，国家の機構上の発達によっ
ても拡大して行った時期に照応する。第二には，世界各国の異なる状況，異なる
歴史的プロセスのため，技術革命・産業革命と近代国家の誕生というこの時期に
特徴的な歴史的現象が世界全体を包摂する形態と規模で生起したのではなく，さ
らに，産業革命・技術革命が実現し，近代国家への衣替えを成し遂げた諸国に関
しても，その程度とスピードには自ずから違いがあったということである。この
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ことが国家間関係に及ぼした影響は甚大であった。歴史上初めて，ヨーロッパ以
外の地域に新たな近代国家群が出現したということだけに尽きない。１８世紀以降，
西ヨーロッパ諸国とその他の地域間との格差が一段と拡大していたこともあり，
確かにこうした格差の存在は歴史上初めてのことではなかったが，先進ヨーロッ
パ諸国は，依然としてヨーロッパ中世的な社会システムと統治形態の下で停滞し
ている地域において――１８７０年頃からはオスマン・トルコ帝国領内のヨーロッパ
地域や中央アジア地域において，１８８０年頃からはトルコ領土内の北アフリカ地域，
近東，ペルシア，アフリカや太平洋の非先進地域において，１８８５年頃からは中国
大陸と朝鮮半島において，さらに，アメリカがカリブ海域に進出し，パナマ運河
を管理し，次いでモンロー・ドクトリン唱導の下で，南北アメリカ両大陸におけ
る主導的国家としての権利を主張し始める１８９０年頃からは「ニューワールド」［南
北アメリカ両大陸，訳注］において――より急速，より広範，より直接的に干渉の
度合いを強め，支配の網を広げて行ったのだが，そうした拡大への勢いを押し留
めることは恐らく不可能だったであろう。しかも，このような世界政治の地政的
拡大に起因する諸問題が，ヨーロッパの列強諸国すべてを巻き込む問題とは言え
なくなっていたこの時期に，また，列強諸国の一部に関わる問題ではあっても，
その程度が各国によって一様ではなくなっていたこの時期に，さらに，ヨーロッ
パの列強諸国に関わる問題というよりも，むしろヨーロッパ域外の新興の強国に
とって，より直接的に関わりを有する問題が生起してきたこの時期に，「協力」
（collaboration）という概念に対するこれまでの純粋にヨーロッパ的な慣習や捉
え方・在り方で当面の諸問題に対峙することが適わなくなって行ったのも驚くに
は当たらない。
この点に関する分析を完全なものにするためには，さらなる精緻さが必要とさ
れるとしても，以上述べてきた歴史的進展が１９世紀後半の１５年乃至２０年間を特徴
付ける列強諸国の帝国主義的な行動と感情のう

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
り

と拡散の理由を充分に説明し
ていると言って過言ではない。この時期の帝国主義は，その特質の多くと推力（im-
petus）を大恐慌という特殊経済的条件から得ていただけに止まらず，キリスト
F.H. ヒンズリー『権力と平和の模索』（） 145
教的人道主義と布教活動への熱意の増大からも得ていた。後者のキリスト教会に
よる布教活動が凄まじい勢いで展開されたことがこの時期の一大特徴である。布
教活動の流行・拡大は，福音を世界各地域に伝道し，こうした人道的な仕事に携
わることへの関心が深まった結果であるとともに，物理的な発展――交通手段の
発達，疾病管理体制の整備，出版物を安価に製造する印刷技術の発達，さらには，
西ヨーロッパ諸国の富の蓄積――の結果でもあった。その見返りとして，この福
音伝道活動によって，海外進出支持への国内世論を喚起する成果を生み出し，そ
のことを通して，列強諸国における帝国主義的感情を結果的に駆り立てたのであ
る。さらに，海外進出の拡大現象は，ヨーロッパにおける政治状況の行き詰まり
状態の深刻化に対する対応でもあり，列強諸国はこぞってヨーロッパ域外の地に
その代償と影響力を獲得しようと模索していた結果でもあった。ところで，この
時期の帝国主義がかつての海外進出活動と比較して，その規模の点でも強度の点
でもはるかに上回っていた理由は，先進的ヨーロッパ列強諸国による海外進出と
搾取の可能性がかつてないレベルで現実化しつつあったこの時期に，先進ヨーロ
ッパ地域と非先進地域間の格差がいよいよ誰の目にも明らかになっていたからで
ある。
旧来のヨーロッパ的秩序維持体制内外におけるこうした歴史的状況の進展
は，――帝国主義，軍備の増強，個別的同盟条約体制，関税戦争［tariff warとも cus-
toms warとも呼称される。アメリカの南北戦争（American Civil War）を一大契機として高ま
った保護貿易主義のうねりがヨーロッパにも波及，自国産業保護の名目で，各国間に高関税競争
が現出した。訳注］などを生み出す一方で――１８９０年代に至ると，コンファレンス
外交体制の凋落という結果を齎した。しかし，同時に留意すべきことは，こうし
た状況の変化・進展にしても，ヨーロッパの国家間関係の底流にある――ヨーロ
ッパ的秩序システムへの愛着とまでは言えないまでも――穏健性と一般原則に対
する愛着を直ちに打破したわけではないという点である。この時期は，国家間の
協力に関する旧来の秩序システムの在り方を，多様性に富みつつも，強力かつ高
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度に統一された国家群から成るより広域の世界に適合する秩序システムで置き換
え，そのことによって，旧来の一般原則をこの流動的な状況に適応させようとす
る試みに各国政府が初めて乗り出した時期であったことは間違いない。
列強諸国政府のこうした努力は，１９世紀前半までのヨーロッパ協調体制下の不
完全かつ慣習を重んじる国際法に代わって，厳密な法的手続きと条約締結を実現
させようとする形を採って表出した。その理由の一端は，国家間関係に基づく接
触が既に確立していた地域とそれが全く確立していない地域，またその接触が歴
史的，慣習的基礎に依拠していない地域，或いは依拠していたとしても，その基
礎自体が脆弱な地域との接触を系統的に組織立てる必要に迫られていたからであ
る。１８７０年以降，特定分野の紛争を前もって仲裁に付すことを締約国が認め合う
２ヵ国間の仲裁条約数が次第に増加したが，その大部分は「国際的礼譲を遵守す
る諸国」（comity of nations）にごく最近仲間入りを果たした国家間相互，或いは，
そうした新参国家とすでに参加を果たしていた国家間相互で締結されたものであ
った。このような２ヵ国間における全般的な仲裁条約の締結に至らなかった場合
には，特定のケースにのみ限定した臨時特別仲裁に委ねられることになったが，
この臨時特別仲裁方式は，北米大陸においてイギリスと敵対し，ヨーロッパの列
強主導の政治体制から隔絶した存在であるとともに，その体制に批判的であった
アメリカとイギリス両国間で最も顕著なやり方であった。南北アメリカ両大陸の
各国政府が個別紛争の特別仲裁制度を超え，２ヵ国間の仲裁条約締結という常識
を超えて，多数国間の仲裁協定を志向する方向への最初の試み――即ち，アメリ
カ両大陸諸国間で生起するすべての紛争の平和的解決を目的とした仲裁裁判所を
設置すべく，１８８９年北米・中米・南米諸国１９ヵ国のうち１７ヵ国がワシントンに参
集したパン＝アメリカ会議（Pan-American Conference）［正式名称は Conference of
American States。１８８９年以降現在に至るまで断続的に開催されている米州諸国の首脳会議。訳
注］――が開催されたが，これはアメリカ政府の各部局内で法律専門家集団が優
位な立場を占めていたことに起因するだけではない。
この新たな事態の変化は，この時期のもう一つの大きなう
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――即ち，近代
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国家の勃興――への対応でもあった。この時期を半世紀以上遡る１８１５年以降にお
いても，慣習的な国家間の取り極め手続きを条約に基づく法的規制によって補完
するという手法は，特に珍しい便法ではなかったのだが，こうした便法も，実は，
近代国家の勃興というう

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
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
の初期段階――国家が他の分野と同じように，外交
の分野においても，史上初めて近代的な官僚機構と法律専門家集団を擁するに至
った段階，しかし同時に，国家の発展が政府と社会との関係を大きく変えるには
至っていない段階――から生じた現象であった。すでに指摘したところである
が，＊１８６０年代以降，連邦主義的構想や平和主義的構想が後景に追いやられ，そ
れに代わって，普遍的かつ強制的な仲裁制度要求へと国際的な思考パターンが集
中してきたことは，取りも直さず，当時の人々がいよいよ主権国家という存在を
受容せざるを得なくなっていたことの証しである。さらに，１８８０年代以降になる
と，各国政府は部分的であれ，次第に仲裁制度を現実化するようになったのだが，
これは近代国家の発展によって生み出された国家間の緊張状態，コンファレンス
体制を崩壊へと導いてきた国家間の緊張状態に対する各国政府の懸念表明の裏返
し現象である。１８８９―９０年のパン＝アメリカ会議の先例が，ヨーロッパの列強諸
国の一政府［ロシア政府，訳注］の呼び掛けによって生かされるようになったのは，
ほぼ１０年後の１８９８年である。当時，ロシア皇帝ニコライ２世（Nikolay Alexan-
drovich Romanov，１８６８―１９１８）［１９１７年のボルシェヴィキ革命によって崩壊したロシア帝国
最後の皇帝。国内での専制的・高圧的政策とは対照的に，ヨーロッパに対しては融和的政策を
追い求めた。訳注］は戦争という手段を否定し，紛争の平和的仲裁手続きに基づく
戦争の全面的廃止について討議するための会議開催を各国政府に呼び掛けるとい
う挙に出て，世界を驚かせたのだが，皇帝がこうした行動を採った最大の理由は，
列強諸国の中で，増大する軍事費の負担に耐え切れなくなった最初の国がロシア
だったからである。
１９世紀末段階になると，近代国家の発展が齎した国家間相互の疑心暗鬼と緊張
＊第７章参照。
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状態の方が，各国が抱える懸念以上に強力かつ重要な要素であることがはっきり
してきた。しかも，こうした状況は一人ヨーロッパ大陸諸国だけのものではなく，
世界の主要国に共通する現象でもあった。１８８９―９０年のパン＝アメリカ会議の成
果として締結された条約は，個別の紛争に関しては，特別法廷に限って設置され
るとしている点，従って，恒久的法廷の設置に成功していない点を除くとしても，
調印国の判断によって，自国の自主性・独自性に関わると思われるすべての紛争
事項が仲裁裁定の対象から除外されていた。その上，この条約は参加１７ヵ国の内
１１ヵ国が調印したに過ぎず，しかも批准にまで漕ぎ着けたのはブラジル１ヵ国だ
けであった。（３４）その後，１８９７年には，恒久的な仲裁条約締結の最初の試みが旧世
界の大国［イギリス，訳注］と新世界の大国［アメリカ，訳注］との間で現実化した。
その年の外交交渉の中心的な話題となった英・米仲裁条約（Anglo-American Arbi-
tration Treaty）は，一定の留保条件を付した上で，「外交交渉によって調整でき
ず，両国間において意見の異なるすべての問題」を仲裁に付することを定めてい
た。但し，この条約案に記された留保条件は途方もないものであった。イギリス
のソールズベリ首相は，「国家の名誉（honour）と保全（integrity）」に関わるす
べての問題について留保するとともに，自国領土及び管轄権に関わる問題を仲裁
に付することに対して，事前の同意を与えることを忌避した。他方，アメリカ政
府は，当初イギリス政府のこうした制限的対応に抗議の姿勢を示したが，その後，
アメリカ合衆国憲法の規程上，外交政策の審議決定権の一部が上院に付与されて
いること，従って，すべての仲裁裁定には上院の承認が必要とされ，すべての懸
案を仲裁に付するとする事前義務を受容することは，それほど簡単ではないとい
うことに思い至った。上院の外交権を棚上げにしたまま条約交渉が進められて行
く事態の推移に業を煮やした上院は，まず最初に，イギリスの留保条件以上に厳
しい条件を提示し，案文を「当該国のいずれか一方の判断に基づき，自国の名誉，
領土保全或いは外交・内政に実質的な影響を与えると考えられるいかなる両国間
の意見の相違についても，仲裁裁定に付されることはない」と修正したが，最終
的には，１８９７年５月，修正された仲裁条約の批准を上院本会議の場で拒否したの
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である。（３５）
「光輝に満ちた我が共和国の強さの至高の源泉である道義上の力と軍事上の力
に代えて，一片の紙に記された机上の空論である平和保証に信を置くならば，我々
は真実を見ようとしないめ

し

い

も同然である」というその時の上院議員の発言は，
それほど時を置かずに，すべての国家の受け入れるところとなった。こうした時
代背景の下で，１８９８年８月，ロシア皇帝ニコライの国際会議開催提案に対しては，
招請された各国政府――ヨーロッパ２１ヵ国以外としては，アメリカ，中国，日本，
シャム（Siam）［１９３９年まで使用されていた現タイ王国（Kingdom of Thailand）の公式国名。
訳注］，メキシコの５ヵ国――すべてが受諾し，この結果，平和に対する期待が
世界の至る所で新たな高まりを見せた。１８９９年５月，ニコライ提案がハーグ平和
会議（Hague Peace Conference）として結実し，しかも当初は，参加諸国の意
見が全く喰い違っていたわけではなかった。ハーグ・コンファレンスの最大の成
果は，戦争に関するルールを人道化・成文化した国際的な合意形成にあったのだ
が，軍縮の分野では，「軍事予算の制限が……最大限望まれる」という各国に下
駄を預けた決議が採択されたに過ぎなかった。さらに，国際仲裁裁判所（Court
of International Arbitration）をハーグに設置することを決定したものの，この仲
裁裁判所は恒久的なものでも，厳密な意味では，裁判所と言えるものでもなかっ
た。仲裁裁定に当たる委員会が紛争毎に組織され，当事国２ヵ国が各々２名の仲
裁委員を指名し，この４名によって５人目の委員が選出されることになっていた
ため，国際的とは名ばかりの国家偏重の色合いが際立つことになった。これだけ
に止まらず，この仲裁裁判所の機能と活動の幅は，更なる制約を受けることにな
った。即ち，いかなる国家も仲裁裁判所に紛争事案を付する義務を負わず，また，
いかなる国家も仲裁への付議に不同意な国家を仲裁に持ち込もうとする場合には，
非当事国からの支援を受けることができず，さらに，国家の名誉と重要な国家利
益に関わる紛争に関しては，仲裁裁判所の管轄権の明確な対象外とされていたこ
とである。かくして，世界の主要国政府は，ソールズベリ首相のハーグ・コンフ
ァレンスを「過大視」すべきではないという見解や，戦争に関するルール作成を
150
除くと，ハーグ・コンファレンスが定めた目的はすべて「空想的」なものに過ぎ
ないというドイツ皇帝ヴィルヘルム２世（Wilhelm，Prinz Friedrich Wilhelm
Viktor Albert von Preuβen，１８５９―１９４１）［ドイツ帝国最後の皇帝。ビスマルクとは内政・
外交両面で対立。第一次世界大戦敗戦後も廃位を拒否し，オランダで復位の機会を窺いつつ余
生を送った。訳注］の主張に同調していたのである。軌を一にするかのように，ア
メリカ代表の一人は，「全ての問題を仲裁に付すことを厭わない国は１ヵ国たり
ともなかった。この点では，我が国も同様である。郵便や通貨など重要度の相対
的に低い問題に関して，仲裁制度の利用に意欲的な国が数ヵ国いたのは確かであ
るが」と後に語っている。（３６）
以上見てきたように，第１回ハーグ・コンファレンスは，国家の独自性と国際
政治における自由裁量権に対する執拗な要求によって，仲裁制度の発展が強い制
約を受けるという状況を白日の下に晒したのであるが，しかし同時に，このこと
は，各国政府が法的手続きに巻き込まれるよりも，旧来の弾力的な外交に基づく
協力関係を望んでいたということを明らかに示している。このコンファレンスに
おいて，確かに，非友誼的行為と見做されることなく，紛争状態の調停を申し出
る各国政府の権利が確立した。また，２ヵ国間の意見の相違が甚だしい場合には，
中立国を含む調査委員会の設置が「有用」（useful）である旨の勧告も出された。
しかし，この勧告は，当初，協定の一条項として上程されたものの，国家主権を
侵害する懼れのあるいかなる措置にも反対するという数ヵ国の強硬な姿勢に遭遇
したため，勧告に格下げされたものであった。つまり，国家主権への執着は，仲
裁という法的手続きに紛争の処理を自動的に委ねる新たな制度の受容を阻害した
だけではなく，旧来の自由裁量権を弾力的に運用する国家間の政治協力体制の発
展をも妨げたのである。
しかしながら，各国政府が仲裁よりも政治的自由を優先させることをはっきり
と見せ付けたハーグ・コンファレンスは，新たな方向へと進もうとする各国政府
にとって，国家主権への執着が新たな方向性を模索する上での唯一の障害ではな
いという事実を明示する第二の例証――第一の例証は，南北アメリカ両大陸にお
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ける仲裁制度構想の挫折である――であった。国家主権は，国際政治における手
続きに関して，その発展を常に阻害して来た元凶であったし，この点は今後も変
わることはないであろう。しかし，国家主権が必ずしもその発展と共存できない
というわけではない。１９世紀末においては，近代国家が勃興してきた結果，国家
主権重視が強調され，そのことが国際政治における手続きの発展をかつてないほ
ど強力に押し止める阻害要因となる結果を齎した。国家主権重視が齎したものは
それだけではない。コンファレンス外交を崩壊へと導くために，その他の要因，
とりわけヨーロッパ域外の諸問題への関心や非ヨーロッパ諸国の国際舞台への登
場などと絡み合いながら，コンファレンス外交の屋台骨となってきたヨーロッパ
協調体制の諸原則と慣習を徐々に突き崩す役割を担ったのも国家主権重視という
考え方であった。ところで，ヨーロッパの協調体制とこの協調体制に基礎を置く
コンファレンス体制に代わって打ち出されてきた国家間紛争の自動的仲裁に関す
る事前受容構想という対案は，国家主権の偏重によって阻害される運命にあるだ
けではなかった。国家間における法的手続きそのものが，その性格上，国家間紛
争の解決に適合したものでも，運用可能なものでもなかったのである。しかも，
国家間紛争に法的手続きを適用させようとする努力が，却って国際政治における
法的手続きの再興とさらなる発展にとって，否定的にさえ作用することがいずれ
明らかにならざるを得なかったである。
世界はこのことを試行錯誤を通じてのみ知り得るのであって，新たな世紀の劈
頭に当たる１９００年に，世界はその試行錯誤に乗り出そうとしていた。１８８０年以降，
コンファレンス体制の最終的瓦解が目前で起きつつある状況の中で，列強諸国間
に細々と行き続けていた相互信頼と相互協力の絆が，２０世紀の劈頭を境にして，
ついに断ち切られようとしていた。その最大の理由は，１９世紀末の状況の変化，
とりわけ列強諸国間のパワー・バランスそのものが大きく揺らぎ始め，それに伴
って，列強諸国間の覇権争いの目的が変容し始めていたからである。ヨーロッパ
の先進諸国とヨーロッパ域外の非先進諸国間の格差が明らかになり，その格差が
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かつてない規模での広がりを見せた世紀末を迎えるにつれて，先進諸国間自体に
おける格差という別種の要素がいよいよその深刻度を増していたのである。先進
諸国間の格差という現象は，既に，初期症状としては１８６０年代から，本格的には
１８７０年代に現れていた。統一国家としてのドイツの成立，アメリカ南北戦争の終
焉，ロシアの農奴制廃止，日本の明治維新，それに続く１８７７年の封建氏族集団に
よる武力反乱の最終的鎮圧［西南戦争，訳注］などによって，１９世紀末葉には，１８
世紀以降連綿と維持されて来た構造とは基本的に大きく異なる国際的な権力構造
の基礎が作り出されていたのである。他方，１９世紀末までは――この基礎の上に，
ヨーロッパの政治状況が急速な進展を見せたこと，進展の速さの点では，ドイツ
が他の諸国を抜きん出ていたこと，１８７０年以前には他のヨーロッパ諸国を上回る
国力を伸張させた英・仏両国がかつての指導力を失いつつあったこと，さらに，
墺・伊両国に代表されるヨーロッパの多くの諸国が近代的な権力を獲得する機会
にも資源にも恵まれなかったことを事実として認めるとしても――，各国間の相
対的な権力の変動は，決して急速でも明示的でもなく，旧来の国家間秩序の真髄
である「抑制と均衡」（checks and balances）原理の陰に隠れるように密やかに
進行していた。つまり，旧来の秩序が新たなる秩序と並行的に存在し続けていた
のである。そして，この旧来の秩序が２０世紀の劈頭を境についに雪崩を打って崩
れ去って行くのである。
１９世紀末葉からの打ち続く国家間の権力闘争の中で，さらに，世界の歴史が迎
えているこの新たな段階――ヨーロッパ列強諸国間の安定的均衡に取って代わっ
て，１９４５年まで継続することになる世界の主要国間における権力分配の深刻かつ
変転極まりない不安定状況が現出する段階――の中で，ドイツがそれまでの一世
紀に亘ってどの国家も見せたことのない苛烈さでヨーロッパの支配権を追求し始
め，また，ヨーロッパの列強諸国が，１８７０年以降，協調体制の終焉に直面しなが
らも，彼らを自制的行動へと駆り立てて来たヨーロッパ国家間関係の諸原則と全
体感覚をついに放擲する状況を迎えたのである。
１９世紀後半のヨーロッパの国家間関係を支え続けた諸原則と全体感覚は，その
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後の国際的組織の創設という数度に亘る経験にも拘わらず，今もって復活・再生
の兆しを見せていない。そればかりでなく，列強諸国が１９世紀にヨーロッパとい
う限定された地域内において，近代国家システムの出現に伴う国家間の権力闘争
の中から学び取った教訓を吸収・順化したように，我々が過去半世紀間の世界的
規模での権力闘争から学び取るべき教訓を吸収・順化するまでは，今後もその復
活・再生は望めない。
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